
告 示

�愛媛県告示第１０４３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ダイキｏｎｅ新居浜 新居浜市瀬戸町甲４０
７５番地

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ダイキ株式会社
代表取締役
�橋 宰

ダイキ株式会社
代表取締役
小島 正之

平成２６年
５月２６日

平成２６年
８月２７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

発 行 愛 媛 県
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告 示

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（９件）……………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…７４５

○ 大規模小売店舗を設置している者の変更の届出の概要等…………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…７５０

○ 県営土地改良事業の事業計画書の縦覧………………………………………………………………………………………………………………（農地整備課）…７５１

○ 保安林の指定……………………………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…７５１

○ 保安林の指定の解除……………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…７５１

○ 公共測量の実施の通知…………………………………………………………………………………………………………………………………（道路維持課）…７５１

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…７５２

○ 指定道路の指定……………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…７５２

○ 指定障害福祉サービス事業者の指定……………………………………………………………………………………………………（南予地方局地域福祉課）…７５２

○ 道路の区域変更（県道肱川公園線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…７５２

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…７５２

○ 道路の区域変更（県道立石内子線）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…７５３

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…７５３

○ 落札者等の告示……………………………………………………………………………………………………………………………………（警察本部会計課）…７５３

公 告

○ マイクロバス（スクールバス）の購入……………………………………………………………………………………………………………………（会計課）…７５３

教育委員会規則

○ 愛媛県奨学資金貸与条例施行規則並びに愛媛県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則の一部を改正する規則

……………………………………………………………………………………………………………………………………………（教育総務課教職員厚生室）…７５４

公安委員会規則

○ 愛媛県公安委員会運営規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………（警察本部総務課）…７５６

公安委員会告示

○ 犯罪被害者等早期援助団体の指定………………………………………………………………………………………………………………（警察本部警務課）…７５７

雑 報

○ 公立大学法人愛媛県立医療技術大学の平成２５年度に係る財務諸表の公告………………………………………………………………………（保健福祉課）…７５７
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西の土居ショッピングセ
ンター

新居浜市西の土居１
丁目１５３番地 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１０４４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ダイキ西条店 西条市朔日市７９６番
１

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

ダイキ株式会社
代表取締役
�橋 宰

ダイキ株式会社
代表取締役
小島 正之

平成２６年
５月２６日

平成２６年
８月２７日

ダイキ周桑店 西条市周布７５０番地
１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

マルナカ壬生川店 西条市北条１５９４ 外 大規模小売店舗の名称 ダイキ東予店 マルナカ壬生川店 平成２５年
４月１日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ダイキ株式会社
代表取締役
�橋 宰

ダイキ株式会社
代表取締役
小島 正之

平成２６年
５月２６日

大規模小売店舗において小売
業を行う者 ダイキ株式会社 株式会社マルナカ 平成２５年

４月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１０４５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

愛 媛 県 報平成２６年９月１２日 第２６０５号

７４６
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準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ダイキ北条店 松山市北条辻４１０番
１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ダイキ株式会社
代表取締役
�橋 宰

ダイキ株式会社
代表取締役
小島 正之

平成２６年
５月２６日

平成２６年
８月２７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

ダイキＥＸ美沢 松山市美沢一丁目９
番３３号

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

ダイキナーサリー朝生田
店

松山市朝生田町５４０
－１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

平田ショッピングセンタ
ー敷地Ａ

松山市平田町１６２番
地１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

藤原ショッピングセンタ
ー

松山市藤原二丁目８
番１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１０４６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに伊予市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ダイキ伊予店 伊予市下吾川１０４２番
１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ダイキ株式会社
代表取締役
�橋 宰

ダイキ株式会社
代表取締役
小島 正之

平成２６年
５月２６日

平成２６年
８月２７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

愛 媛 県 報平成２６年９月１２日 第２６０５号

７４７
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なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに伊予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１０４７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに東温市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン重信・ダイキ
ＥＸ重信

東温市野田３丁目１
番１３号 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ダイキ株式会社
代表取締役
�橋 宰

ダイキ株式会社
代表取締役
小島 正之

平成２６年
５月２６日

平成２６年
８月２７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに東温市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１０４８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松前町役場において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

エミフルＭＡＳＡＫＩ－
Ｂ

伊予郡松前町東古泉
東浦６７６番地１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

ダイキ株式会社
代表取締役
�橋 宰

ダイキ株式会社
代表取締役
小島 正之

平成２６年
５月２６日

平成２６年
８月２７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松前町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

愛 媛 県 報平成２６年９月１２日 第２６０５号

７４８
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� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１０４９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに砥部町役場において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

リバーサイドショッピン
グセンター

伊予郡砥部町拾町２０
番地 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

ダイキ株式会社
代表取締役
�橋 宰

ダイキ株式会社
代表取締役
小島 正之

平成２６年
５月２６日

平成２６年
８月２７日

ダイキ宮内店・スーパー
田中

伊予郡砥部町宮内１０
３１番１号 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに砥部町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１０５０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ダイキ宇和島南店 宇和島市保田字宮ノ
段甲６７２番地 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

ダイキ株式会社
代表取締役
�橋 宰

ダイキ株式会社
代表取締役
小島 正之

平成２６年
５月２６日

平成２６年
８月２７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

愛 媛 県 報平成２６年９月１２日 第２６０５号

７４９
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� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１０５１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光室並びに西予市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ダイキ宇和店 西予市宇和町卯之町
４丁目５１８番３ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ダイキ株式会社
代表取締役
�橋 宰

ダイキ株式会社
代表取締役
小島 正之

平成２６年
５月２６日

平成２６年
８月２７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜

支局商工観光室並びに西予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１０５２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）附則第５条第４項の規定により法第６条第２項の規定による届出と

みなされる法附則第５条第１項の規定による変更に係る事項の届出があったので、法第６条第３項において準用する法第５条第３項の規定

に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

スーパーＡＢＣ久米店 松山市鷹子町１－１ 大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻 午前１０時 午前９時 平成２６年

９月２日
平成２６年
９月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の閉店時刻 午後８時 午後９時

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前９時４５分から午
後８時１５分まで

午前８時４５分から午
後９時１５分まで

スーパーＡＢＣ石井店 松山市北土居三丁目
８番１１ 駐車場の位置 ３箇所 ２箇所 平成２６年

９月１日

愛 媛 県 報平成２６年９月１２日 第２６０５号

７５０
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�愛媛県告示第１０５３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

八幡浜市高野地及び松柏地域に係る県営土地改良事業計画を定めた

ので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画

書の写しを縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・高野地地区）

計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２６年９月１６日から１０月１５日まで

３ 縦覧場所

八幡浜市役所八幡浜庁舎

�������
�愛媛県告示第１０５４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所

東温市滑川字今井谷甲９３２（次の図に示す部分に限る。）、戊

１９９、字今井谷上戊１７０の１

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

字今井谷甲９３２・戊１９９・字今井谷上戊１７０の１（以上３筆

について次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び東温市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１０５５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

新居浜市大永山字須領スズ尾３４４の１０２

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１０５６号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、愛南町長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（１／１，０００地形図作成）

２ 作業期間 平成２６年９月１２日から

平成２６年１２月１５日まで

３ 作業地域 愛南町の一部

大規模小売店舗において小売
業を行う者の閉店時刻 午後８時 午後９時 平成２６年

９月２日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時４５分から午
後８時１５分まで

午前８時４５分から午
後９時１５分まで

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 １０箇所 ８箇所 平成２６年

９月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２６年９月１２日 第２６０５号

７５１
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�愛媛県告示第１０５８号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２６年９月１２日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２６年９月４日

３ 指定道路の位置

伊予郡松前町大字筒井字中須賀３８２番

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ２９．３４メートル

� 幅員 ４．００メートル

�愛媛県告示第１０５７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０５９号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

平成２６年９月１２日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

�愛媛県告示第１０６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－２３）第２６８０号 平成２３年
９月７日 拓明建設� 永井 将司 上浮穴郡久万高原町西谷

１２６６９
平成２６年
７月７日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業、ほ装工事業

建設業の廃止

（般－２３）第１６８８３号 平成２３年
７月１１日 �ニイナイ実業 新内 一 松山市馬木町９０２－４ 平成２６年

８月１日
とび・土工工事業
管工事業 建設業の廃止

（般－２２）第１０９３４号 平成２２年
８月２１日 �エム・ワイ工企 丸山 博己 松山市新浜町乙４９－５８ 平成２６年

８月５日 建築工事業 建設業の廃止

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１３９１００６８ 有限会社介護サービス
ゆう

愛媛県北宇和郡鬼北町
大字永野市４６９番地 松 井 功 同行援護

有限会社介護サービス
ゆう指定居宅介護事業
所

愛媛県北宇和郡鬼北町
大字永野市４６９番地

平成２６年
９月１日

３８１０３００１７２ 有限会社ケアーサポー
トゆずりは

愛媛県宇和島市祝森甲
３０８１番地１ 菊 地 比呂子 同行援護 有限会社ケアーサポー

トゆずりは
愛媛県宇和島市祝森甲
３０８１番地１

平成２６年
９月１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 肱川公園線 喜多郡内子町福岡乙２６４番３

旧 ５．０～７．９ ０．０１９

新 ５．０～９．２ ０．０１９
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

マイクロバス（スクールバス）の購入

� 購入物品名及び数量

マイクロバス（スクールバス） ３台

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

平成２７年３月２３日（月）

� 納入場所

愛媛県立宇和特別支援学校（所在地：西予市宇和町卯之町３

－８５）

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行

っていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行

うことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

�愛媛県告示第１０６２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０６３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０６４号
次のとおり落札者を決定した。

平成２６年９月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 肱川公園線 喜多郡内子町福岡乙２６４番３ 平成２６年９月１２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 立石内子線 喜多郡内子町大瀬南１１８６番５

旧 ６．０～８．０ ０．０１４

新 ６．１～９．４ ０．０１４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 立石内子線 喜多郡内子町大瀬南１１８６番５ 平成２６年９月１２日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

情報ネットワーク用機器１式の借入
れ

愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成２６年８月６日
西日本電信電話株式会
社愛媛支店
愛媛県松山市一番町四
丁目３番地

１，０９８，５７６円
（月額） 一般競争入札 平成２６年６月２７日
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教育委員会規則

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６・２７・２８年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期間

電子入札による場合は、平成２６年１０月２９日（水）の午前９時

から同月３０日（木）午前９時５９分まで

紙入札による場合は、平成２６年１０月３０日（木）午前９時５９分

まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２６年１０月３０日（木）午前１０時００分

愛媛県総務部入札室 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２６年１０月２２日（水）午後５時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ summary

� Nature and quantity of the product to be qurchased：Three

microbuses（School bus）

� Time limit of tender：９：５９ a．m．３０ October２０１４

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６

�愛媛県教育委員会規則第７号
愛媛県奨学資金貸与条例施行規則並びに愛媛県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則の一部を改正する規則

を次のように定める。

平成２６年９月１２日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県奨学資金貸与条例施行規則並びに愛媛県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則の一部を改正する

規則

（愛媛県奨学資金貸与条例施行規則の一部改正）

第１条 愛媛県奨学資金貸与条例施行規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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（愛媛県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則の一部改正）

第２条 愛媛県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則（昭和５０年愛媛県教育委員会規則第３号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第１号様式（第４条関係） 愛媛県奨学生願書 第１号様式（第４条関係） 愛媛県奨学生願書

省略 省略

ふりがな

氏 名
性別 男・女

生年

月日
省略

ふりがな

氏 名

生年

月日
省略

省略 省略

生計を一に

する家族及

び所得

省略 生計を一に

する家族及

び所得

省略

父と母双方の所得金額の合計又はこれに代わ

つて家計を支えている者の所得金額の合計 Ａ 万円
省略

↑主に家計を支えている者に〇印を付ける。

主に家計を支えている者（１人）の所得金額

（ ）万円

Ａ 万円
省略

省略 省略

（注） 省略

第４号様式（第９条関係） 誓約書

省略

なお、奨学金の返還については、規則に従つて履行することを

連署して誓約します。

また、奨学金の貸与又は返還の実施のために必要があるとき

は、奨学生本人及び連帯保証人の住所、所在、勤務先、資産、収

入等について、愛媛県教育委員会が官公庁、金融機関等の関係す

る団体、法人等又は関係する個人に対し調査等を行い、当該調査

等の依頼を受けた者が愛媛県教育委員会に対し当該調査等に回答

することに同意します。

さらに、同意の内容については、奨学金の返還が完了するま

で、下記の住所又は氏名に変更があつた場合も有効な旨、併せて

同意します。

省略

（注） 省略

第８号様式（第１５条関係） 奨学金借用証書

省略

つきましては、関係諸規程に従い、奨学金返還明細書のとおり

滞りなく返還いたします。万一正当な理由がなくて、奨学金の返

還を怠つた場合には、返還期限にかかわらず返還未済の金額に対

する一括返還の請求を受けても、又は強制徴収の処置を執られて

も異議ありません。

なお、この奨学金の返還について訴訟が生じたときは、現住所

のいかんにかかわらず、愛媛県松山市を管轄する裁判所を管轄裁

判所とすることに異議ありません。

省略

（注） 省略

（注） 省略

第４号様式（第９条関係） 誓約書

省略

なお、奨学金の返還については、規則に従つて履行することを

連署して誓約します。

省略

（注） 省略

第８号様式（第１５条関係） 奨学金借用証書

省略

つきましては、関係諸規程に従い、奨学金返還明細書のとおり

滞りなく返還いたします。万一正当な理由がなくて、奨学金の返

還を怠つた場合には、返還期限にかかわらず返還未済の金額に対

する一括返還の請求を受けても、又は強制徴収の処置を執られて

も異議ありません。

省略

（注） 省略

改 正 後 改 正 前

様式第３号（第４条関係） 誓約書

省略

なお、修学奨励資金の返還の債務を生じたときは、規則に従つ

て返還することを連署して誓約します。

また、修学奨励資金の貸与又は返還の実施のために必要がある

ときは、奨励生本人及び連帯保証人の住所、所在、勤務先、資

様式第３号（第４条関係） 誓約書

省略

なお、修学奨励資金の返還の債務を生じたときは、規則に従つ

て返還することを連署して誓約します。
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公安委員会規則

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の愛媛県奨学資金貸与条例施行規則第１号様式及び第４号様式の規定は、平成２７年度以後に奨学生となる者

について適用し、平成２６年度以前に奨学生となった者については、なお従前の例による。

３ 第２条の規定による改正後の愛媛県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則様式第３号の規定は、平成２７年

度以後に奨励生となる者について適用し、平成２６年度以前に奨励生となった者については、なお従前の例による。

�愛媛県公安委員会規則第９号
愛媛県公安委員会運営規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年９月１２日

愛媛県公安委員会委員長 山 本 泰 正

愛媛県公安委員会運営規則の一部を改正する規則

愛媛県公安委員会運営規則（平成１３年愛媛県公安委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

産、収入等について、愛媛県教育委員会が官公庁、金融機関等の

関係する団体、法人等又は関係する個人に対し調査等を行い、当

該調査等の依頼を受けた者が愛媛県教育委員会に対し当該調査等

に回答することに同意します。

さらに、同意の内容については、修学奨励資金の返還が完了す

るまで、下記の住所又は氏名に変更があつた場合も有効な旨、併

せて同意します。

省略

（注） 省略

様式第６号（第９条関係） 修学奨励資金借用証書

省略

つきましては、関係諸規程に従い、修学奨励資金返還明細書の

とおり滞りなく返還いたします。万一正当な理由がなくて、修学

奨励資金の返還を怠つた場合には、返還期限にかかわらず返還未

済の金額に対する一括返還の請求を受けても、又は強制徴収の処

置を執られても異議ありません。

なお、この修学奨励資金の返還について訴訟が生じたときは、

現住所のいかんにかかわらず、愛媛県松山市を管轄する裁判所を

管轄裁判所とすることに異議ありません。

省略

（注） 省略

省略

（注） 省略

様式第６号（第９条関係） 修学奨励資金借用証書

省略

つきましては、関係諸規程に従い、修学奨励資金返還明細書の

とおり滞りなく返還いたします。万一正当な理由がなくて、修学

奨励資金の返還を怠つた場合には、返還期限にかかわらず返還未

済の金額に対する一括返還の請求を受けても、又は強制徴収の処

置を執られても異議ありません。

省略

（注） 省略

改 正 後 改 正 前

（議事）

第７条 公安委員会は、２人以上の委員（委員長を含む。第１０条第

１項を除き、以下同じ。）の出席がなければ会議を開き、議決を

することができない。

２・３ 省略

（緊急の場合の権限行使）

第１０条 委員長は、緊急を要する場合において、

会議を開くことができないとき

は、第２条第１項の規定にかかわらず、会議以外の方法で他の委

員の意見を求め、２人以上の委員（委員長を含む。）の意見をも

って公安委員会の権限を行うことができる。ただし、災害その他

（議事）

第７条 公安委員会は、２人以上の委員（委員長を含む。

以下同じ。）の出席がなければ会議を開き、議決を

することができない。

２・３ 省略

（緊急の場合の権限行使）

第１０条 委員長は、緊急を要する場合において、会議を招集するい

とまがないとき、又は招集しても会議を開くことができないとき

は、第２条第１項の規定にかかわらず、会議以外の方法で他の委

員の意見を求め、２人以上の委員 の意見をも

って公安委員会の権限を行うことができる。
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公安委員会告示

雑 報

�愛媛県公安委員会告示第３号
犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する

法律（昭和５５年法律第３６号。以下「法」という。）第２３条第１項の

規定により犯罪被害者等早期援助団体として次の法人を指定したの

で、犯罪被害者等早期援助団体に関する規則（平成１４年国家公安委

員会規則第１号）第２条の規定に基づき公示する。

平成２６年９月１２日

愛媛県公安委員会委員長 山 本 泰 正

１ 名称

公益社団法人被害者支援センターえひめ

２ 住所

愛媛県松山市井門町５４４番地４

３ 代表者の氏名

武井 義定

４ 援助事業を行う事務所の名称

公益社団法人被害者支援センターえひめ

５ 援助事業を行う事務所の所在地

愛媛県松山市井門町５４４番地４

６ 援助事業に係る犯罪被害等

法第２条第４項に規定する犯罪被害等

７ 指定年月日

平成２６年９月１０日

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�公 告

地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第３４条第４項の規定に基づき、公立大学法人愛媛県立医療技術大学の平成２５年度に係る財

務諸表について、次のとおり公告する。

平成２６年９月１２日

公立大学法人愛媛県立医療技術大学

理事長 橋 本 公 二

非常事態の発生により他の委員の意見を求めることができないと

きは、自らの意見をもって公安委員会の権限を行うことができ

る。

２ 前項の規定により公安委員会の権限を行った委員長は、そのと

った措置について、次の会議において報告しなければならない。

愛 媛 県 報平成２６年９月１２日 第２６０５号
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勘 定 科 目 金 額

資産の部
� 固定資産
１ 有形固定資産

建物 １，３０３，２３４，８５０
建物減価償却累計額 △１８８，４８４，７７３ １，１１４，７５０，０７７
構築物 ７，０８７，５００
構築物減価償却累計額 △１，８５０，６２５ ５，２３６，８７５
工具器具備品 １５２，３１９，０６７
工具器具備品減価償却累計額 △５８，７１７，８０３ ９３，６０１，２６４

図書 ２８８，７０５，６３９
有形固定資産合計 １，５０２，２９３，８５５

２ 無形固定資産
ソフトウェア ２，６１４，２５８
電話加入権 １８，０００
無形固定資産合計 ２，６３２，２５８

固定資産合計 １，５０４，９２６，１１３
� 流動資産

現金及び預金 ３４５，３４９，８２３
未収入金 ６，３８１，８３５
たな卸資産 ６７６，４４５
前払費用 １，１８５，１２９

流動資産合計 ３５３，５９３，２３２
資産合計 １，８５８，５１９，３４５

負債の部
� 固定負債
１ 資産見返負債

資産見返運営費交付金等 ４０，４３３，９５８
資産見返補助金等 ３２，６１３，３０４
資産見返寄附金 １０，５４４，３００
資産見返物品受贈額 ２６９，２０１，９９７ ３５２，７９３，５５９

２ 長期リース債務 ９，７６６，０８７ ９，７６６，０８７
固定負債合計 ３６２，５５９，６４６

� 流動負債
運営費交付金債務 １１，９０５，３４０
寄附金債務 １，９３３，８８２
前受受託研究費等 ８９７，１４５
未払金 １１５，２３８，７１８
リース債務 １３，４５０，１７８
未払費用 １２，３３７，２６８
預り科学研究費補助金 ６，１３１，８７５
預り金 ５，４５５，５８０

流動負債合計 １６７，３４９，９８６
負債合計 ５２９，９０９，６３２

純資産の部
� 資本金

地方公共団体出資金 １，２８５，０１０，０００
資本金合計 １，２８５，０１０，０００

� 資本剰余金
資本剰余金 ３３，６４５，５９０
損益外減価償却累計額（△） △１８９，２１２，７３１

資本剰余金合計 △１５５，５６７，１４１
� 利益剰余金
教育研究の質の向上並びに組織運
営及び施設整備の改善積立金

４６，５０３，３９８

積立金 ９４，４１１，８１５
当期未処分利益 ５８，２５１，６４１
（うち当期総利益 ５８，２５１，６４１）

利益剰余金合計 １９９，１６６，８５４
純資産合計 １，３２８，６０９，７１３
負債純資産合計 １，８５８，５１９，３４５

貸 借 対 照 表
（平成２６年３月３１日）

【単位：円】
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勘 定 科 目 金 額

経常費用
業務費
教育経費 ６２，９８９，９２３
研究経費 ３０，９８３，６３３
教育研究支援経費 １２，２２２，５５９
受託研究費 １０２，８５５
受託事業費 ５８９，６１３
役員人件費 ４２，８９３，８０５
教員人件費 ５４３，７２７，９１８
職員人件費 １１２，６０６，４１２ ８０６，１１６，７１８
一般管理費 ８１，１９９，９０８
財務費用
支払利息 ４４１，０１６ ４４１，０１６

経常費用合計 ８８７，７５７，６４２

経常収益
運営費交付金収益 ６７８，１５７，１９８
授業料収益 １９２，５３０，８００
入学金収益 ４０，１８５，０００
検定料収益 １２，５６２，０００
受託研究等収益 １０２，８５５
受託事業等収益 ５８９，６１３
寄附金収益 １，９９３，７８４
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金等戻入 ３，８８７，９３１
資産見返寄附金戻入 ９３９，５４０
資産見返補助金等戻入 ３，８５１，９５１
資産見返物品受贈額戻入 ２，３１６，２８８ １０，９９５，７１０
財務収益
受取利息 ９６，０９０ ９６，０９０
雑益
財産貸付料収益 ６５６，９６２
手数料収入 ６７，０００
物品等売払収入 ４９６，３５８
雑益 ７，５７５，９１３ ８，７９６，２３３

経常収益合計 ９４６，００９，２８３

経常利益 ５８，２５１，６４１

当期純利益 ５８，２５１，６４１

当期総利益 ５８，２５１，６４１

損 益 計 算 書
（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日）

【単位：円】
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区 分 金 額

� 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △８５，０７９，５２９
人件費支出 △６７３，７２２，１８３
その他の業務支出 △６０，９０９，７６３
運営費交付金収入 ６８４，１６８，０８２
授業料収入 １９０，３８７，６００
入学金収入 ３９，７６２，０００
検定料収入 １２，５６２，０００
受託研究等収入 １，０００，０００
受託事業等収入 ５８９，６１３
補助金収入 ２８，８０８，０００
その他の収入 ６，７７４，７２１
小計 １４４，３４０，５４１

業務活動によるキャッシュ・フロー １４４，３４０，５４１

� 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の払戻しによる収入 ４５，０００，０００
有形固定資産の取得による支出 △６０，５０４，４２５
小計 △１５，５０４，４２５

利息の受取額 ９６，０９０
投資活動によるキャッシュ・フロー △１５，４０８，３３５

� 財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △１３，２３９，２８３
小計 △１３，２３９，２８３

利息の支払額 △４５６，９１７
財務活動によるキャッシュ・フロー △１３，６９６，２００

� 資金増加額 １１５，２３６，００６

� 資金期首残高 ２３０，１１３，８１７

� 資金期末残高 ３４５，３４９，８２３

キャッシュ・フロー計算書
（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日）

【単位：円】
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勘 定 科 目 金 額

� 当期未処分利益 ５８，２５１，６４１
当期総利益 ５８，２５１，６４１

� 利益処分額
積立金 ３３，０３７，２６７
地方独立行政法人法第４０条第３項により設立団体の長の承
認を受けた額
（教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設整備の改善
積立金）

２５，２１４，３７４ ５８，２５１，６４１

利益の処分に関する書類
（平成２６年８月２７日）

【単位：円】
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行政サービス実施コスト計算書
（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日）

【単位：円】

勘 定 科 目 金 額

� 業務費用
� 損益計算書上の費用

業務費 ８０６，１１６，７１８
一般管理費 ８１，１９９，９０８
財務費用 ４４１，０１６ ８８７，７５７，６４２

� （控除）自己収入等
授業料収益 △１９２，５３０，８００
入学金収益 △４０，１８５，０００
検定料収益 △１２，５６２，０００
受託研究等収益 △１０２，８５５
受託事業等収益 △５８９，６１３
寄附金収益 △１，９９３，７８４
資産見返寄附金戻入 △９３９，５４０
財務収益 △９６，０９０
雑益 △３，７１７，２３３ △２５２，７１６，９１５

業務費用合計 ６３５，０４０，７２７

� 損益外減価償却相当額 ４８，３６３，９１９

� 引当外賞与増加見積額 △８０６，３０５

� 引当外退職給付増加見積額 △８２，６４６，１３６

� 機会費用
国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料によ
る貸借取引の機会費用

８３，２０４，４７２

地方公共団体出資の機会費用 ６，８４９，２８７ ９０，０５３，７５９

� 行政サービス実施コスト ６９０，００５，９６４
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注 記
� 重要な会計方針

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

期間進行基準を採用しています。

なお、退職一時金及び派遣職員人件費については費用進行基準を採用しています。

２．減価償却の会計処理方法

� 有形固定資産

定額法を採用しています。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、県から承継した固定資産については承継時の残存耐用年数で減価償却し

ています。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 １１年～２７年

構築物 １０年

工具器具備品 ３年～５年

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８５）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金

から控除して表示しています。

� 無形固定資産

定額法を採用しています。

なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいています。

３．引当金の計上基準

� 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

賞与一時金については、運営費交付金により財源措置されているため、賞与に係る引当金は計上していません。

なお、職員に支給する賞与のうち、翌事業年度の運営費交付金により財源措置されるものについては、行政サービス実施コスト計

算書における引当外賞与増加見積額として、当事業年度末の支給対象期間に応じた支給見込額から前事業年度末の同見込額を控除し

た額を計上しています。

� 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置されているため、退職給付に係る引当金は計上していません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第８７に基づき計算された

退職一時金に係る当事業年度末の引当外退職給付見積額から前事業年度末における同見積額を控除した額を計上しています。

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品について、最終仕入原価法を採用しています。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

� 国等の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法

愛媛県から無償貸付されている土地、建物については、愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則等に基づき使用料を算定し

ています。

� 地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２５年３月２９日の利回り（０．５６４％）および１０年利付国債の平成２６年３月３１日の利回り（０．６４１％）を参考に期中

平均利回りを０．６０３％とし計算しております。

６．リース取引の会計処理

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

７．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。

� 貸借対照表注記

１．翌期の運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 ３８，３５５，２５８円

２．翌期以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 ４６１，５８９，６４０円

（愛媛県からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いております。）

愛 媛 県 報平成２６年９月１２日 第２６０５号
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� キャッシュ・フロー計算書注記

１．資金の期末残高の貸借対照表表示科目の内訳

現金及び預金 ３４５，３４９，８２３円

資金期末残高 ３４５，３４９，８２３円

２．重要な非資金取引

無償譲与等による固定資産の受入

当事業年度に受け入れた現物寄附の額 ２，５３８，２９１円

� 行政サービス実施コスト計算書注記

１．引当外賞与増加見積額の中には、愛媛県からの派遣職員に係る１８９，５３５円が含まれています。

２．引当外退職給付増加見積額の中には、愛媛県からの派遣職員に係る△１１，９１６，９１１円が含まれています。

３．機会費用の内訳

機会費用はすべて設立団体（愛媛県）に係るものです。

� 金融商品に関する事項

� 金融商品の状況に関する事項

当法人の資金運用は、預金、国債、地方債、政府保証債等に限定しております。なお、現在は預金のみの運用となっており、運用先

の経営状況等の監視等を行っています。

� 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しています。

【単位：円】

貸借対照表計上額（※） 時 価（※） 差 額

現金及び預金 ３４５，３４９，８２３ ３４５，３４９，８２３ ０

未払金 （１１５，２３８，７１８） （１１５，２３８，７１８） （０）

リース債務 （２３，２１６，２６５） （２３，２４６，７５２） ３０，４８７

※負債に計上されているものは、（ ）で示しています。

（注）金融商品の時価の算定方法

現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっています。

未払金

未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっています。

リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法により算定しています。

� 賃貸等不動産の時価等の開示に関する事項

該当事項はありません。

� 重要な債務負担行為

該当事項はありません。

� 重要な後発事項

該当事項はありません。
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附 属 明 細 書
� 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８５特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第８８資産除去債務に係る特定の除去

費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

【単位：円】

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 差 引

当期末残高
摘要

当期償却額

建物 １，２８５，０１０，０００ ８，４００，０００ ０ １，２９３，４１０，０００ １８７，８９２，２１６ ４７，０４３，４０４ １，１０５，５１７，７８４
有形固定資産
（特定償却資
産）

工具器具備品 ０ ２５，２２７，５９０ ０ ２５，２２７，５９０ １，３２０，５１５ １，３２０，５１５ ２３，９０７，０７５ 注

計 １，２８５，０１０，０００ ３３，６２７，５９０ ０ １，３１８，６３７，５９０ １８９，２１２，７３１ ４８，３６３，９１９ １，１２９，４２４，８５９

建物 ３，２５５，０００ ６，５６９，８５０ ０ ９，８２４，８５０ ５９２，５５７ ３５７，００４ ９，２３２，２９３

構築物 ７，０８７，５００ ０ ０ ７，０８７，５００ １，８５０，６２５ ７０８，７５０ ５，２３６，８７５
有形固定資産
（特定償却資
産を除く）

工具器具備品 ９７，２９８，２２７ ２９，７９３，２５０ ０ １２７，０９１，４７７ ５７，３９７，２８８ ２０，６９３，１１５ ６９，６９４，１８９ 注

図書 ２８３，２７０，４９９ ５，４３５，１４０ ０ ２８８，７０５，６３９ ２８８，７０５，６３９

計 ３９０，９１１，２２６ ４１，７９８，２４０ ０ ４３２，７０９，４６６ ５９，８４０，４７０ ２１，７５８，８６９ ３７２，８６８，９９６

建物 １，２８８，２６５，０００ １４，９６９，８５０ ０ １，３０３，２３４，８５０ １８８，４８４，７７３ ４７，４００，４０８ １，１１４，７５０，０７７

構築物 ７，０８７，５００ ０ ０ ７，０８７，５００ １，８５０，６２５ ７０８，７５０ ５，２３６，８７５

有形固定資産
の合計 工具器具備品 ９７，２９８，２２７ ５５，０２０，８４０ ０ １５２，３１９，０６７ ５８，７１７，８０３ ２２，０１３，６３０ ９３，６０１，２６４

図書 ２８３，２７０，４９９ ５，４３５，１４０ ０ ２８８，７０５，６３９ ２８８，７０５，６３９

計 １，６７５，９２１，２２６ ７５，４２５，８３０ ０ １，７５１，３４７，０５６ ２４９，０５３，２０１ ７０，１２２，７８８ １，５０２，２９３，８５５

ソフトウェア １１，９５７，５５１ ０ ０ １１，９５７，５５１ ９，３４３，２９３ ２，４２７，８８２ ２，６１４，２５８

無形固定資産 電話加入権 １８，０００ ０ ０ １８，０００ １８，０００

計 １１，９７５，５５１ ０ ０ １１，９７５，５５１ ９，３４３，２９３ ２，４２７，８８２ ２，６３２，２５８

注）当期工具器具備品増加高の内訳

○愛媛県の平成２５年度公立大学法人愛媛県立医療技術大学機能強化事業費補助金を活用した機器整備による増加

（２１種類 ５０，４３７，５９０円）

睡眠脳波ポリグラフィ装置 ７，３５０，０００円

ポリグラフ ７，２２４，０００円

超音波診断装置 ５，８４８，５００円など

○寄附による機器の増加

レーザー血流計 １，５１２，０００円など

○設備更新による機器の増加

チャイム設備一式（放送設備） １，１５５，０００円など

� たな卸資産の明細

【単位：円】

種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要
当期購入 その他 払出 その他

貯蔵品（灯油等） ５７７，２５６ ９，４０６，００４ ０ ９，４８０，６０９ ０ ５０２，６５１

貯蔵品（郵券類等） １９７，６００ ８３０，３４０ ０ ８５４，１４６ ０ １７３，７９４

計 ７７４，８５６ １０，２３６，３４４ ０ １０，３３４，７５５ ０ ６７６，４４５

注）たな卸資産は費用計上方式により会計処理しております。

� 有価証券の明細

該当事項はありません。

� 長期貸付金の明細

該当事項はありません。
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� 長期借入金の明細

該当事項はありません。

� 引当金の明細

該当事項はありません。

� 資産除去債務の明細

該当事項はありません。

� 保証債務の明細

該当事項はありません。

� 資本金および資本剰余金の明細

【単位：円】

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資 本 金
地方公共団体出資金 １，２８５，０１０，０００ ０ ０ １，２８５，０１０，０００

計 １，２８５，０１０，０００ ０ ０ １，２８５，０１０，０００

資本剰余金

目的積立金 ０ ３３，６２７，５９０ ０ ３３，６２７，５９０

その他 １８，０００ ０ ０ １８，０００

計 １８，０００ ３３，６２７，５９０ ０ ３３，６４５，５９０

損益外減価償却累計額 △１４０，８４８，８１２ △４８，３６３，９１９ ０ △１８９，２１２，７３１ 注

差引計 △１４０，８３０，８１２ △１４，７３６，３２９ ０ △１５５，５６７，１４１

注）特定償却資産の減価償却による増加

� 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

�－１ 積立金等の明細

【単位：円】

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

教育研究の質の向上並びに組織運営
及び施設整備の改善積立金 ４９，３３３，８２１ ３０，７９７，１６７ ３３，６２７，５９０ ４６，５０３，３９８ 注

法第４０条第１項に基づく積立金 ８０，１８６，０９１ １４，２２５，７２４ ０ ９４，４１１，８１５ 注

合計 １２９，５１９，９１２ ４５，０２２，８９１ ３３，６２７，５９０ １４０，９１５，２１３

注）当期増加額は、平成２４年度の利益処分によるものです。また、当期減少額は、当該積立金の使途に沿った資産の取得によるものです。

�－２ 目的積立金取崩しの明細

【単位：円】

区 分 金 額 摘 要

目的積立金取崩額 － － －

そ の 他 教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設
整備の改善積立金取崩 ３３，６２７，５９０ 建物附属設備及び工具器具備品

の取得

合 計 ３３，６２７，５９０
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� 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

�－１ 運営費交付金債務

【単位：円】

交付年度 期首残高 交 付 金
当期交付額

当期振替額

期末残高運営費交付金
収 益

資 産 見 返
運営費交付金

建設仮勘定
見返運営費
交 付 金

資本剰余金 小 計

平成２３年度 １０，０９１，６４７ ０ １０，０９１，６４７ ０ ０ ０ １０，０９１，６４７ ０

平成２４年度 ９，２３７，０８４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ９，２３７，０８４

平成２５年度 ０ ６８４，１６８，０８２ ６６８，０６５，５５１ １３，４３４，２７５ ０ ０ ６８１，４９９，８２６ ２，６６８，２５６

計 １９，３２８，７３１ ６８４，１６８，０８２ ６７８，１５７，１９８ １３，４３４，２７５ ０ ０ ６９１，５９１，４７３ １１，９０５，３４０

�－２ 運営費交付金収益

【単位：円】

区 分 平成２３年度交付分 平成２４年度交付分 平成２５年度交付分 合 計

期間進行基準 ０ ０ ５２１，３３９，７２５ ５２１，３３９，７２５

費用進行基準 １０，０９１，６４７ ０ １４６，７２５，８２６ １５６，８１７，４７３

計 １０，０９１，６４７ ０ ６６８，０６５，５５１ ６７８，１５７，１９８

� 地方公共団体等からの財源措置の明細

�－１ 施設費の明細

該当事項はありません。

�－２ 補助金等の明細

【単位：円】

区 分 当期交付額
当期振替額

摘 要
資産見返補助金等 補助金収益 その他

平成２５年度公立大学法人愛媛県立医
療技術大学機能強化事業費補助金 ２５，２１０，０００ ２５，２１０，０００ ０ ０

計 ２５，２１０，０００ ２５，２１０，０００ ０ ０

� 役員及び教職員の給与の明細

【単位：円、人】

区 分
報酬又は給与 退職給付

支給額 支給人数 支給額 支給人数

常勤 ３０，６４９，３４１ ３ ６，０１４，６８２ １

役 員 非常勤 ４５０，０００ ４ ０ ０

計 ３１，０９９，３４１ ７ ６，０１４，６８２ １

常勤 ４７５，８４６，７２３ ７３ ６５，８０１，４００ ４

教職員 非常勤 １２，４６０，３４９ ２３ ０ ０

計 ４８８，３０７，０７２ ９６ ６５，８０１，４００ ４

常勤 ５０６，４９６，０６４ ７６ ７１，８１６，０８２ ５

合 計 非常勤 １２，９１０，３４９ ２７ ０ ０

計 ５１９，４０６，４１３ １０３ ７１，８１６，０８２ ５

注１）役員に対する報酬等の支給基準について
公立大学法人愛媛県立医療技術大学役員報酬規程、公立大学法人愛媛県立医療技術大学役員退職手当規程に基づき支給しています。

注２）教職員に対する報酬等の支給基準について
公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員給与規程、公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員の初任給、昇格、昇給等に関する細則、
公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員の給与の支給等に関する細則、職員の住居手当に関する細則、職員の通勤手当の支給等に関
する細則、職員の単身赴任手当に関する細則、職員の期末手当及び勤勉手当の支給等に関する細則、職員の特殊勤務手当の支給等に
関する細則、公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員退職手当規程、公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員の退職手当に関する細
則、公立大学法人愛媛県立医療技術大学有期雇用職員給与規程、非常勤講師の報酬額について（理事長決定）、日々雇用職員の賃金
日額について（事務局長決定）に基づき支給しております。

注３）役員および教職員の報酬または給与の支給人員数は、年間平均支給人員数を記載しています。
注４）支給額には法定福利費は含んでいません。
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� 開示すべきセグメント情報

当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しています。

� 業務費及び一般管理費の明細

【単位：円】

教育経費
消耗品費 ８，３５１，７７７
備品費 １，３９３，２０５
印刷製本費 １，９７７，５１０
水道光熱費 １３，１８７，２９４
旅費交通費 ４，２１１，５３９
通信運搬費 １，４８８，３１２
賃借料 ７２６，４４４
保守費 ７，４４３，５８６
修繕費 ４７０，２０４
報酬・委託・手数料 ８，５１９，４００
奨学費 ２，５６６，２００
減価償却費 １２，４４７，２００
雑費 ２０７，２５２ ６２，９８９，９２３

研究経費
消耗品費 １２，０５６，２６１
備品費 １，６５５，４３５
印刷製本費 １１５，１５０
水道光熱費 ２，５７３，３８０
旅費交通費 ７，９２８，８７５
通信運搬費 ４５２，７７０
保守費 １，４５２，５４８
修繕費 １８０，１５５
諸会費 ８４９，８７５
会議費 １，２００
報酬・委託・手数料 ４６８，９４６
減価償却費 ３，２１６，４３８
雑費 ３２，６００ ３０，９８３，６３３

教育研究支援経費
消耗品費 １，９５０，３０２
印刷製本費 １２３，９００
水道光熱費 １，４８９，１７８
旅費交通費 ２０２，０２０
通信運搬費 ４，１８３，２５０
賃借料 １１８，４４０
保守費 ８４０，５６８
修繕費 １５０，０００
諸会費 ７１，８００
報酬・委託・手数料 １３，１８２
減価償却費 ３，０７６，２４４
雑費 ３，６７５ １２，２２２，５５９

受託研究費 １０２，８５５

受託事業費 ５８９，６１３

役員人件費
報酬 ２２，２２６，８７８
賞与 ８，８７２，４６３
退職給付費用 ６，０１４，６８２
法定福利費 ５，７７９，７８２ ４２，８９３，８０５

教員人件費
常勤教員給与
給料 ２８４，４８６，９０３
賞与 ９７，１４６，５６８
退職給付費用 ６５，８０１，４００
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法定福利費 ８９，２３７，０４７ ５３６，６７１，９１８
非常勤教員給与
給料 ７，０５６，０００ ７，０５６，０００ ５４３，７２７，９１８

職員人件費
常勤職員給与
給料 ７５，０３４，２７５
賞与 １９，１７８，９７７
法定福利費 １２，９５２，３９１ １０７，１６５，６４３
非常勤職員給与
給料 ５，４０４，３４９
法定福利費 ３６，４２０ ５，４４０，７６９ １１２，６０６，４１２

一般管理費
消耗品費 ７，８２５，４２０
備品費 １０，３８４，６００
印刷製本費 ３，０５７，１８０
水道光熱費 ９，４２０，７３０
旅費交通費 ４，０１５，２８４
通信運搬費 １，０４１，９２８
賃借料 １，３７２，０１４
福利厚生費 １，１２８，９４９
保守費 ６，９７３，７０９
修繕費 １０，４１２，５７７
損害保険料 １，８５３，６８０
広告宣伝費 ７５８，１００
諸会費 １，０００，８００
会議費 ７，５００
報酬・委託・手数料 １６，４１０，２３４
減価償却費 ５，４４６，８６９
雑費 ９０，３３４ ８１，１９９，９０８

� 寄附金の明細

【単位：円、件】

区 分 当期受入額 件 数 摘 要

現物寄附（工具器具備品） ２，０３７，０００ ２

現物寄附（図書） ５０１，２９１ １４

合 計 ２，５３８，２９１ １６

� 受託研究の明細

該当事項はありません。

� 共同研究の明細

【単位：円】

区 分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 その他 期末残高

共同研究 １，９２８，２４０ １，０００，０００ １０２，８５５ １，９２８，２４０ ８９７，１４５

合 計 １，９２８，２４０ １，０００，０００ １０２，８５５ １，９２８，２４０ ８９７，１４５

� 受託事業等の明細

【単位：円】

区 分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 その他 期末残高

受託事業 ０ ５８９，６１３ ５８９，６１３ ０ ０

合 計 ０ ５８９，６１３ ５８９，６１３ ０ ０
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� 科学研究費補助金の明細

【単位：円、件】

種 目 当期受入 件 数 摘 要

日本学術振興会
基盤研究（Ｂ）

（１，０００，０００）
３００，０００ １

日本学術振興会
基盤研究（Ｃ）

（９，２８０，０００）
２，７８４，０００ １３

日本学術振興会
挑戦的萌芽研究

（３，３５０，０００）
１，００５，０００ ６

日本学術振興会
若手研究（Ｂ）

（２，０００，０００）
６００，０００ ３

日本学術振興会
研究活動スタート支援

（１，３００，０００）
３９０，０００ ２

合 計 （１６，９３０，０００）
５，０７９，０００ ２５

（注）上段（ ）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しています。

� 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金の明細

【単位：円】

区 分 期末残高 備 考

現金 ８，０００

普通預金 ３４５，３４１，８２３

定期預金 ０

計 ３４５，３４９，８２３

資産見返物品受贈額の明細

【単位：円】

区 分 期末残高 備 考

工具器具備品 ２５６，６９７

図書 ２６６，９４４，７６７

ソフトウエア ２，０００，５３３

計 ２６９，２０１，９９７

未払金の明細

【単位：円】

区 分 期末残高 備 考

固定資産未払金 １７，８４６，０４０

その他未払金（人件費） ７１，７６９，０２３

その他未払金（物件費） ２５，６２３，６５５

計 １１５，２３８，７１８
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